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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。   

        ２ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第98期 

第２四半期 
累計期間 

第99期 
第２四半期 
累計期間 

第98期 

会計期間 
自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日

自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日 

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

営業収益 (百万円)  1,788  1,511  3,464

経常利益 (百万円)  99  47  263

四半期（当期）純利益 (百万円)  434  44  309

持分法を適用した場合の 

投資利益又は投資損失（△） 
(百万円)  △31  △24  64

資本金 (百万円)  5,000  5,000  5,000

発行済株式総数 (千株) 

普通株式

 
第一種優先株式 

 

37,000

15,000

普通株式 

 
第一種優先株式 

 

37,000

15,000

普通株式

 
第一種優先株式 

 

37,000

15,000

純資産額 (百万円)  17,767  17,457  18,020

総資産額 (百万円)  241,011  232,188  238,431

１株当たり四半期 

（当期）純利益 
(円)  11.88  1.21  2.73

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 
(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) 

普通株式

 0.00

普通株式 

 0.00

普通株式

 
第一種優先株式 

 

3.00

14.00

第一種優先株式

 0.00

第一種優先株式 

 0.00

自己資本比率 (％)  7.4  7.5  7.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  906  725  4,626

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △26  2  △297

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △337  △372  △379

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
(百万円)  907  4,668  4,313

回次 
第98期 

第２四半期 
会計期間 

第99期 
第２四半期 
会計期間 

会計期間 
自 平成23年７月１日
至 平成23年９月30日

自 平成24年７月１日 
至 平成24年９月30日 

１株当たり四半期純利益 (円)  10.83  0.23
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 当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

２【事業の内容】

-3-



 当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）経営成績の分析 

 当第２四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）のわが国経済につきましては、復興関連

需要などの下支えにより緩やかな回復傾向を辿りましたが、一方で円高の長期化や欧州債務問題などを背景とした

世界経済の減速懸念から、依然として先行き不透明感が払拭できない状況も続いております。 

 株式市場についてみますと、期初１万円台でスタートした日経平均株価は、欧州債務問題の再燃や米国経済に対

する減速懸念の台頭などから６月上旬には半年ぶりの安値となる８千２百円台まで下落、その後はＮＹダウが堅調

に推移する一方で、中国経済に対する警戒感などもあり、概ね９千円を挟んでの一進一退の展開となりました。 

 この間、期初1,300億円台でスタートした大阪市場における信用取引買残高は、1,400億円台まで増加した後、冴

えない株式市場の動向を映し期末には1,200億円台まで水準を下げました。 

 こうした状況下、当第２四半期累計期間の営業収益は1,511百万円(前年同期比15.5％減)となりました。営業収

益の減収が営業費用及び一般管理費の減少を上回ったため、営業損失は73百万円(前年同期は営業損失39百万円)、

経常利益は47百万円(前年同期比52.6％減)となりました。一方、四半期純利益は前年同期において特別利益に計上

した償還済投資信託にかかる分配金の剥落により44百万円(前年同期比89.8％減)となりました。 

  

(2）財政状態の分析 

当第２四半期会計期間末の総資産額は232,188百万円と前事業年度末に比べて6,243百万円減少しました。これ

は、借入有価証券代り金が増加したものの、有価証券等が減少したことなどによるものです。  

一方、負債総額は214,731百万円と前事業年度末に比べて5,680百万円減少しました。これは、コールマネーやコ

マーシャル・ペーパーが増加したものの、貸付有価証券代り金や短期借入金が減少したことなどによるものです。

この間、純資産額は17,457百万円と前事業年度末に比べて562百万円減少しました。これは、その他有価証券評

価差額金や利益剰余金が減少したことなどによるものです。 

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べて355百

万円増加し、4,668百万円となりました。  

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  

  (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

   営業活動による資金は、725百万円の収入超(前年同期は906百万円の収入超)となりました。収入の主な内訳は

有価証券及び投資有価証券の純減少額20,234百万円、コールマネー等の純増加額13,500百万円、税引前四半期純

利益47百万円であり、支出の主な内訳は借入有価証券代り金の増加額15,721百万円、貸付有価証券代り金の減少

額11,380百万円、短期借入金の純減少額7,925百万円です。 

  

  (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

   投資活動による資金は、２百万円の収入超(前年同期は26百万円の支出超)となりました。 

  

  (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

   財務活動による資金は、372百万円の支出超(前年同期は337百万円の支出超)となりました。これは、主に配当

金の支払額319百万円によるものです。  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

  

(5）研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）第一種優先株式の内容は次のとおりであります。なお、第一種優先株式の発行は安定した事業運営のため自己資本

の充実を図ったものであります。また、本優先株式は「社債型」優先株式であり普通株式の希薄化が生じないこと

を重視したものであります。 

1 優先配当金 

① 毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された優先株式を有する株主（以下「優先株主」という。)又は

優先株式の登録株式質権者(以下「優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主（以下「普通

株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、優先株式

１株につき年14円の金銭による剰余金の配当（かかる配当により支払われる金銭を「優先配当金」という。）を

行う。ただし、当該事業年度において下記「２ 優先中間配当金」に定める優先中間配当金を支払ったときは、

その額を控除した額とする。 

② 非累積条項 

 ある事業年度において、優先株主又は優先登録株式質権者に対して支払う金銭による剰余金の配当の額が優先

配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

 優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当は行わない。ただし、当社が

行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配

当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定

される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

2 優先中間配当金 

 当社定款第41条に定める中間配当を行うときは、優先株主又は優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登

録株式質権者に先立ち、優先株式１株につき７円の金銭による剰余金の配当（かかる配当により支払われる金銭を

「優先中間配当金」という。）を行う。 

3 残余財産の分配 

 ① 残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に

先立ち、優先株式１株につき200円を支払う。 

 ② 優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、上記①のほか、残余財産の分配は行わない。 

4 議決権 

  優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。ただし、優先株主は、

優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されないときはその総会より、その議案が定時株主総会におい

て否決されたときはその総会の終結の時より優先配当金を受ける旨の決議がある時までは議決権を有する。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  94,500,000

優先株式  15,000,000

計  109,500,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成24年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成24年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  37,000,000  37,000,000

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数100株 

第一種優先株式  15,000,000  15,000,000 非上場 
単元株式数100株 

（注） 

計  52,000,000  52,000,000 ― ― 
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5 優先株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

① 法令に別段の定めがある場合を除き、優先株式について株式の併合又は分割は行わない。 

② 優先株主には募集株式の割当てを受ける権利、又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

③ 優先株主には株式無償割当て、又は新株予約権の無償割当ては行わない。 

6 取得条項 

① 当社は、平成26年４月１日以降の日で、優先株式の発行後に当社が別途取締役会の決議で定める一定の日（以

下「取得日」という。）に、優先株式の全部又は一部を取得することができる。この場合、当社はこれと引換え

に、優先株式１株につき、200円に経過配当金相当額（優先配当金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得

日の前日までの日数（初日及び取得日の前日を含む。）で日割計算した額（円位未満小数第３位まで算出し、そ

の小数第３位を四捨五入する。）をいい、当該事業年度中に優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配

当金の額を控除した額とする。）を加算した額を金銭にて支払う。 

② 一部取得をするときは、按分比例の方法又は抽選により行う。 

7 種類株主総会の決議 

 定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。 

  

該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成24年７月１日～ 

平成24年９月30日 
 ―  52,000  ―  5,000  ―  3,229
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 （注）  上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）のうち、年金信託設定分は321千株、投資信託 

       設定分は762千株であります。        

  

   なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。  

（６）【大株主の状況】

  平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号  7,000  13.46

株式会社だいこう証券ビジネス 東京都中央区日本橋兜町１３番１号  4,299  8.26

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 
 3,459 6.65 

有限会社ＡＦＧ 東京都港区東新橋１丁目９番２号  2,500  4.80

株式会社ＯＤＫソリューションズ 大阪市中央区道修町１丁目６番７号  2,500  4.80

公益財団法人資本市場振興財団 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番４号  1,843  3.54

株式会社みずほコーポレート銀行 

（常任代理人 資産管理サービス信

託銀行株式会社）  

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 

（東京都中央区晴海１丁目８番１２号）  1,666  3.20

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  1,666  3.20

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号  1,666  3.20

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号  1,665  3.20

計 －  28,267  54.36

  平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有議決権数 

（個） 

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合
(％) 

株式会社だいこう証券ビジネス 東京都中央区日本橋兜町１３番１号  42,992  11.79

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 
34,594  9.48

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号  20,000  5.48

株式会社みずほコーポレート銀行 

（常任代理人 資産管理サービス信

託銀行株式会社）  

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号  

（東京都中央区晴海１丁目８番１２号）  16,669  4.57

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  16,663  4.57

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号  16,660 4.56 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号  16,656  4.56

株式会社新生銀行  東京都中央区日本橋室町２丁目４番３号   10,983  3.01

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口） 

  

東京都中央区晴海１丁目８番１２号 
 8,564  2.34

公益財団法人資本市場振興財団 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番４号  8,437  2.31

計 －  192,218  52.72
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①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、当社名義の貸借取引担保保有株式等が78,700株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、当社名義の貸借取引担保保有株式等にかかる議決権の数787個が含まれ

ておりません。 

        ２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式71株が含まれております。 

３ 第一種優先株式の内容については「第３提出会社の状況 １株式等の状況（１)株式の総数等②発行済株

式」の(注)に記載しております。 

  

②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。   

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 
第一種優先株式 

15,000,000
― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  441,100
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式36,537,900  364,592 ― 

単元未満株式 普通株式  21,000 ― １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数  52,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ―  364,592 ― 

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

大阪証券金融㈱ 

大阪市中央区北浜二丁目

４番６号 
 441,100   441,100  0.84

計 ―  441,100    441,100  0.84

２【役員の状況】
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１ 四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。  

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年７月１日から平成24

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３ 四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,313 7,668

有価証券 14,396 3,999

営業貸付金 75,647 75,997

借入有価証券代り金 85,231 100,953

その他 442 323

貸倒引当金 △2,080 △1,909

流動資産合計 182,951 187,033

固定資産   

有形固定資産 677 599

無形固定資産 627 499

投資その他の資産   

投資有価証券 53,882 43,590

その他 1,025 1,294

貸倒引当金 △733 △828

投資その他の資産合計 54,175 44,056

固定資産合計 55,480 45,154

資産合計 238,431 232,188

負債の部   

流動負債   

コールマネー 40,700 54,200

短期借入金 110,650 102,725

コマーシャル・ペーパー 26,000 30,000

貸付有価証券代り金 28,024 16,644

未払法人税等 13 19

賞与引当金 64 60

その他 4,990 4,219

流動負債合計 210,443 207,868

固定負債   

長期借入金 9,000 6,000

退職給付引当金 345 345

役員退職慰労引当金 173 129

その他 450 388

固定負債合計 9,968 6,863

負債合計 220,411 214,731
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成24年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 3,229 3,229

利益剰余金 9,394 9,118

自己株式 △131 △131

株主資本合計 17,492 17,216

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 527 240

評価・換算差額等合計 527 240

純資産合計 18,020 17,457

負債純資産合計 238,431 232,188
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

営業収益 1,788 1,511

営業費用 663 513

営業総利益 1,124 997

一般管理費 ※1  1,164 ※1  1,070

営業損失（△） △39 △73

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 89 91

受取賃貸料 34 34

その他 20 2

営業外収益合計 146 129

営業外費用   

支払利息 6 9

その他 0 0

営業外費用合計 6 9

経常利益 99 47

特別利益   

投資有価証券清算分配金 369 －

特別利益合計 369 －

特別損失   

有形固定資産除却損 0 －

ゴルフ会員権評価損 3 －

投資有価証券評価損 37 －

特別損失合計 40 －

税引前四半期純利益 428 47

法人税、住民税及び事業税 2 2

法人税等調整額 △9 －

法人税等合計 △6 2

四半期純利益 434 44
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 428 47

減価償却費 183 205

貸倒引当金の増減額（△は減少） 48 △76

賞与引当金の増減額（△は減少） △7 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 △43

受取利息及び受取配当金 △1,521 △1,335

支払利息 207 180

投資有価証券清算分配金 △369 －

有形固定資産除却損 0 －

投資有価証券評価損益（△は益） 37 －

ゴルフ会員権評価損 3 －

定期預金の純増減額（△は増加） △1,000 2,000

有価証券及び投資有価証券の純増減額(△は増加) 17,439 20,234

営業貸付金の増減額（△は増加） 4,883 △523

借入有価証券代り金の増減額（△は増加） △21,905 △15,721

コールマネー等の純増減（△） 12,000 13,500

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,825 △7,925

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △3,000 4,000

貸付有価証券代り金の増減額（△は減少） △248 △11,380

貸借取引担保金の増減額（△は減少） △1,046 △741

信用サポートローン担保金の増減額(△は減少) － 100

長期借入金の増減額(△は減少) △3,000 △3,000

役員賞与の支払額 △19 △22

その他 △58 △27

小計 △744 △533

利息及び配当金の受取額 1,916 1,358

利息の支払額 △206 △183

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △59 84

営業活動によるキャッシュ・フロー 906 725

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1 －

無形固定資産の取得による支出 △29 △1

その他 4 4

投資活動によるキャッシュ・フロー △26 2

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △17 △52

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △319 △319

財務活動によるキャッシュ・フロー △337 △372

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 543 355

現金及び現金同等物の期首残高 363 4,313

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  907 ※1  4,668
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当第２四半期会計期間（自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）   

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

なお、これによる営業損失、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はありません。 

  

当第２四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

※１ 一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

   

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。 

【継続企業の前提に関する事項】

【会計方針の変更等】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

  
前第２四半期累計期間 

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

賞与引当金繰入額  百万円 60 百万円 60

役員退職慰労引当金繰入額   19  20

退職給付費用   44  34

貸倒引当金繰入額   49  △6

事務計算費   262  249

報酬及び給与手当   248  238

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

   
前第２四半期累計期間 

（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

現金及び預金 百万円 5,907 百万円 7,668

有価証券  21,421  3,999

計  27,328  11,668

預入期間が３か月超の定期預金  △5,000  △3,000

預入期間が３か月超の有価証券  △21,421  △3,999

現金及び現金同等物  907  4,668
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Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

１  配当金支払額 

  

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

  となるもの 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

１  配当金支払額 

  

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

  となるもの 

該当事項はありません。 

  

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がないか、四半期

貸借対照表計上額と時価との差額及び前事業年度に係る貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、

注記を省略しております。 

  

その他有価証券が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著し

い変動が認められます。 

  

その他有価証券 

前事業年度（平成24年３月31日） 

  

当第２四半期会計期間（平成24年９月30日） 

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月24日 

定時株主総会 

普通株式  109  3 平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金 

第一種 
優先株式 

 210  14 平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月26日 

定時株主総会 

普通株式  109  3 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金 

第一種 
優先株式 

 210  14 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

区分 取得原価（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式  2,388  3,072  684

② 債券  64,691  64,833  141

③ その他  ―  ―  ―

合計  67,080  67,906  826

区分 取得原価（百万円） 
四半期貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式  2,388  2,596  208

② 債券  44,457  44,620  163

③ その他  ―  ―  ―

合計  46,845  47,217  371
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当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

   

  

  

前第２四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平

成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

当社は、証券金融業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

１ 投資有価証券の売却   

当社は、平成24年９月14日開催の取締役会において、株式会社野村総合研究所が実施する株式会社だいこう

証券ビジネス株式に対する公開買付けに応募することを決議しておりましたが、当該公開買付けが平成24年10

月16日をもって終了したことに伴い、当社所有の全株（4,985,445株）を売却いたしました。この結果、平成

25年3月期第3四半期に特別利益（投資有価証券売却益）330百万円を計上いたします。 

２ 経営統合に関する覚書の締結   

当社及び日本証券金融株式会社は、株式会社東京証券取引所グループ及び株式会社大阪証券取引所の再編の

動きについての認識を共有し、その動きに機動的に対応することが、株式市場の参加者及び投資家のニーズに

合致し、市場の効率性を高めるとの考えで合意したため、平成24年10月15日付で覚書を締結のうえ、経営統合

に向けて具体的な検討に入ることといたしました。 

なお、経営統合の時期及び具体的な方法については、今後協議のうえ決定する予定です。 

  

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当第２四半期会計期間 
（平成24年９月30日） 

関連会社に対する投資の金額 百万円 12 百万円 12

持分法を適用した場合の投資の金額  1,034  997

  
前第２四半期累計期間 

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

持分法を適用した場合の投資損失（△）の金額  百万円 △31 百万円 △24

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第２四半期累計期間 

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 11 88 円 銭 1 21

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  434  44

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  434  44

普通株式の期中平均株式数（千株）  36,559  36,558

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大阪証券金融株

式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第99期事業年度の第２四半期会計期間（平成24年７月１日から平

成24年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大阪証券金融株式会社の平成24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

強調事項 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社及び日本証券金融株式会社は、経営統合に向けて具体的な検討に入るこ

ととし、平成24年10月15日付で覚書を締結している。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。   

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成24年11月９日

大阪証券金融株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 梅原  隆  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 仲  昌彦  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年11月９日 

【会社名】 大阪証券金融株式会社 

【英訳名】 Osaka Securities Finance Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  堀田 隆夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

【縦覧に供する場所】 大阪証券金融株式会社 東京支社 

（東京都中央区日本橋二丁目15番３号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



 当社取締役社長堀田隆夫は、当社の第99期第２四半期（自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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